【中小企業者用】

年　　月　　日

　財団法人くまもとテクノ産業財団
理事長　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地

　　　　　　　　　　　　　　申請者　名　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　印

　　平成２２年度くまもと夢挑戦ファンド事業助成金交付申請書
財団法人くまもとテクノ産業財団くまもと夢挑戦ファンド事業を下記のとおり実施したいので、くまもと夢挑戦ファンド事業助成金交付要領第９条の規定により関係書類を添えて申請します。
記
１　事業名
２　事業区分（該当するものに○印を付けてください）

（1） 地域産業資源を活用した取組み

（2） 成長分野における取組み

３　対象事業（該当するものに○印を付けてください）

　（１）製品・技術開発

　（２）製品・技術開発＋販路開拓

４　事業費（事業実施期間合計）
　（１）事 業 費 総 額　　　　　　　　　　円

　（２）うち助成申請額　　　　　　　　　　円
５　事業実施期間
　　交付決定日～平成　　年　　月　　日

添付書類

１　事業計画書
事　業　計　画　書

１　申請者の概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成　　年　　月　　日現在）

	フリガナ
	
	フリガナ
	

	申請者名称
	
	代表者名
	

	所在地
	〒

	
	ＴＥＬ
	－　　　－
	ＦＡＸ
	－　　　－

	設　立　日
	明・大・昭・平　　年　　月　　日
	ＵＲＬ
	http://

	資本金
	千円
	従業員数
	名　（内訳：役員　　　名，　従業員　　　名，　ﾊﾟｰﾄ等　　　名）

	事業内容
	(主な商品又は製品、ｻｰﾋﾞｽの内容等を箇条書きで簡潔に記入してください。)
・

・

・

・



	主要販売先

※上位3社をご記入ください。
	納入先･販売先
	製品・商品名・サービス
	比率

	
	
	
	％

	
	
	
	％

	
	
	
	％

	
	その他
	
	％

	
	合計
	
	100％

	連  絡

担当者
	フリガナ
	
	役　職
	
	

	
	氏　名
	
	E-mail
	
	

	◆出資者一覧※上位４者を記入してください。なお，株主が法人の場合は，備考欄にその法人の資本金，従業員数を記入してください。

	株主名
	株式数(％)
	会社･役員との関係
	備考

	１
	(　　)
	
	

	２
	(　　)
	
	

	３
	(　　)
	
	

	４
	(　　)
	
	

	◆経営状況　【第  期】平成  年  月  日※直近の決算書（貸借対照表・損益計算書）により作成してください。

	１売上高
	千円
	２経常利益
	千円
	３当期利益
	千円

	◆経営革新法認定

	１　有り　　　〔認定時期：平成　　　年　　　月〕　　　　　　　２　無し


添付資料

１　企業概要（パンフレット等でも可）

２　直近3期の決算書
３　直近の納税証明書（法人住民税、事業税）※個人の場合は住民税

２　助成事業の内容　

	◆事 業 名
	

	◆事業区分　　　　　　※○を付けてください。

	１　地域産業資源を活用した取組み（※活用する地域産業資源等を下記にご記入ください。）
地域産業資源名

市町村名
(1)

(2)

２　成長分野における取組み（※○を付けてください。）
(1)熊本ものづくりフォレスト構想

自動車　・　その他
(2)熊本ｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀ･ﾌｫﾚｽﾄ構想

ソーラー　・　情報サービス　・　その他

(3)熊本バイオフォレスト構想

バイオ



	◆実施場所
	

	◆実施期間
	交付決定日～平成　　年　　月　　日

	◆事業内容

要　　　約
	

	◆事業目的・目標　※現状（背景）を踏まえて，記入してください。

	

	◆事業概要　※事業の内容及び新規性・独創性等を考慮して記入してください。

	（実施方法・体制）

（事業の着目点）



	◆実施計画の概要

	

	◆スケジュール：別紙１　に記入

	◆大学、企業等他の機関との連携状況・方策※事業区分(２　成長分野における取組み)の方のみ記載ください。

	

	◆知的財産権の取得・出願状況

権利の種類

出願・取得

出願・登録年月日

権利の内容(名称・番号・概要)



	◆他補助金・委託制度等への類似プロジェクトの申請状況

	本申請と類似した事業を経済産業省及びその他省庁又は独立行政法人、地方自治体等が実施する事業において、過去に実施済み又は実施中若しくは申請中及び申請予定である場合は、次の項目についてご記入下さい。
補助金等の名称

関係省庁等名

事業テーマ

利用(予定)時期

1

平成　　年　　月

2

平成　　年　　月
3

平成　　年　　月


	◆地域経済に対する波及効果

	

	◆利益等計画：別紙３に記入


３　助成事業の資金計画

　①資金調達計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	項　目
	平成　年度
	平成　年度
	平成　年度
	合計
	備考

	本事業助成金
	
	
	
	
	

	自己資金
	
	
	
	
	

	借入金等
	
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	
	

	事業費の総額
	
	
	
	
	


（注１）「事業費の総額」は、下記の資金支出計画の「事業に要する経費」の合計と同額になるように記入してください。

②資金支出計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）                    　                                       　　　　　　　　　
	項　目
	平成　年度
	平成　年度
	平成　年度
	合計

	助成事業に要する経費
	
	
	
	

	助成対象経費
	
	
	
	

	助成金交付申請額
	
	
	
	


（注１）「助成事業に要する経費」とは、当該事業を遂行するために必要な経費をいう。
（注２）「助成対象経費」とは、「助成事業に要する経費」のうちで助成対象となる経費をいう。

（注３）「助成金交付申請額」とは、「助成対象経費」のうち助成金の交付を希望する額で、その限度は、「助成対象経費」に助成率を乗じた額になる。

③年度別経費配分内訳

　（単位：円）
	経費項目
	助成事業に

要する経費
	助成対象経費
	助成金交付

申請額
	経費内訳･積算

	経費区分
	費目
	
	
	
	

	謝金
	謝　  金
	
	
	
	

	旅費
	専門家旅費
	
	
	
	

	
	職員旅費
	
	
	
	

	事務費
	会 議 費
	
	
	
	

	
	印刷製本費
	
	
	
	

	
	資料購入費
	
	
	
	

	
	通信運搬費
	
	
	
	

	
	会場借料
	
	
	
	

	
	消耗品費
	
	
	
	

	
	雑役務費
	
	
	
	

	
	原材料費
	
	
	
	

	
	機械装置･工具器具費
	
	
	
	

	
	会場整備費
	
	
	
	

	
	広告宣伝費
	
	
	
	

	
	通訳翻訳料
	
	
	
	

	委託･外注費
	委託･外注費
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	


　

（注１）「助成事業に要する経費」には消費税及び地方消費税込みの金額を記載すること。

（注２）「年度別経費配分内訳」は、年度ごとに詳細に記入すること。
【別紙１】　事業スケジュール　　※実施する項目やその実施時期を，簡潔に記入してください。
	 項 目
	担当者
（所属名）
	１ 年 目
	２ 年 目
	３ 年 目

	
	
	4
	5
	6
	7
	8
	9
	10
	11
	12
	1
	2
	3
	4
	5
	6
	7
	8
	9
	10
	11
	12
	1
	2
	3
	4
	5
	6
	7
	8
	9
	10
	11
	12
	1
	2
	3

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※Ａ４サイズで１枚としてください。

【別紙２】連携機関･企業の概要（※事業区分２　成長分野における取組みの方のみ記載してください。）

	フリガナ
	
	フリガナ
	

	申請者名称
	
	代表者名
	

	所在地
	〒

	
	ＴＥＬ
	－　　　－
	ＦＡＸ
	－　　　－

	設　立　日
	明・大・昭・平　　年　　月　　日
	ＵＲＬ
	http://

	資本金
	千円
	従業員数
	名　（内訳：役員　　　名，　従業員　　　名，　ﾊﾟｰﾄ等　　　名）

	事業内容
	(主な商品又は製品、ｻｰﾋﾞｽの内容等を箇条書きで簡潔に記入してください。)

・

・

・

・



	主要販売先
※上位3社をご記入ください。
	納入先･販売先
	製品・商品名・サービス
	比率

	
	
	
	％

	
	
	
	％

	
	
	
	％

	
	その他
	
	％

	
	合計
	
	100％

	連  絡

担当者
	フリガナ
	
	役　職
	
	

	
	氏　名
	
	E-mail
	
	

	◆出資者一覧※上位４者を記入してください。なお，株主が法人の場合は，備考欄にその法人の資本金，従業員数を記入してください。

	株主名
	株式数(％)
	会社･役員との関係
	備考

	１
	(　　)
	
	

	２
	(　　)
	
	

	３
	(　　)
	
	

	４
	(　　)
	
	

	◆経営状況　【第  期】平成  年  月  日※直近の財務諸表（貸借対照表・損益計算書）により作成してください。

	１売上高
	千円
	２経常利益
	千円
	３当期利益
	千円

	◆経営革新法認定

	１　有り　　　〔認定時期：平成　　　年　　　月〕　　　　　　　２　無し


添付資料

１　機関・企業概要（パンフレット等でも可）

【別紙３】利益等計画（申請事業のみ記入してください。該当がない期は記入不要。）　　〔単位：千円〕

	　　　　　年度

項目


	平成　年度
	平成　年度
	平成　年度

	①売上高
	
	
	

	②売上原価
	a原材料費
	
	
	

	
	b外注費
	
	
	

	
	c労務費
	
	
	

	
	d減価償却費
	
	
	

	
	eその他経費
	
	
	

	
	合計
	
	
	

	③売上総利益（①－②）
	
	
	

	④経費
	f人件費
	
	
	

	
	g減価償却費
	
	
	

	
	h研究開発費
	
	
	

	
	i広告宣伝費
	
	
	

	
	jその他経費
	
	
	

	
	合計
	
	
	

	⑤営業利益（③－④）
	
	
	

	⑥営業外収支
	
	
	

	⑦経常利益（⑤±⑥）
	
	
	

	⑧法人税等
	
	
	

	⑨当期利益（⑦－⑧）
	
	
	

	付加価値額(c+d+f+g+⑤)
	
	
	

	⑩従業員数（単位：人）
	
	
	


※事業化達成年度と平成３０年度を比較した付加価値額の増加率：　　　　　％
２　助成事業の内容　

	◆事 業 名
	

	◆事業区分　　　　　　※○を付けてください。

	１　地域産業資源を活用した取組み（※活用する地域産業資源等を下記にご記入ください。）
地域産業資源名

市町村名
(1)

(2)

２　成長分野における取組み（※○を付けてください。）
(1)熊本ものづくりフォレスト構想

自動車　・　その他

(2)熊本ｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀ･ﾌｫﾚｽﾄ構想

ソーラー　・　情報サービス　・　その他

(3)熊本バイオフォレスト構想

バイオ



	◆実施場所
	

	◆実施期間
	交付決定日～平成　　年　　月　　日

	◆事業内容

要　　　約
	簡潔かつ的確に、これだけで何を計画しているのかが伝わるように記入して

ください。

	◆事業目的・目標　※現状（背景）を踏まえて，記入してください。

	・具体的ニーズ、市場規模、将来性、社会的背景、本事業が目指す最終形態を踏まえて分かり易く、できるだけ数値を用いて記入すること。

・どのような商品・サービスを開発・生産(提供)し、どの程度の製品･技術開発、販路開拓を行うのか、概要を記載してください。その場合、そうした商品等を開発・生産するに至った着眼点(可能な限り経済社会的なトレンドという視点からも記述することが望ましい)についてこれまでの取組状況を踏まえて記載して下さい。また、最終的にどのようなことを目指すのかを簡潔に記載してください。

	◆事業概要　※事業の内容及び新規性・独創性等を考慮して記入してください。

	（実施方法・体制）

・上記事業目的を達成するにあたってその具体的方策を記入すること。

(※販路開拓については、販路開拓の方法として、商品やサービスを販売・提供する地域、対象者、販売方法、資金計画について、具体的に記入すること。)

・事業化、市場化を達成するための課題と解決策を記入すること。

・協同実施者(企業、大学、その他支援機関等)がある場合は、その名称・役割を記入すること。

・事業内容が分かる概略図、解説等があれば併記すること。

・事業実施に関連する機関･役割の全体がわかるように簡潔に図示してください。

（事業の着目点）

・既存製品、既存サービスとの違い等を、新規性・独創性などの観点から記入すること。



	◆実施計画の概要

	その商品（役務）をどのような方法・スケジュールで開発、生産（提供）、販路開拓するのか、その取組の概要について記載してください。



	◆スケジュール：別紙１　に記入

	◆大学、企業等他の機関との連携状況・方策※事業区分(２　成長分野における取組み)の方のみ記載ください。

	大学、公設試験研究機関、企業等他の機関とのこれまでの連携状況、今後の連携方策について記載してください。

なお、連携機関･企業の概要については、別紙２に記入してください。



	◆知的財産権の取得・出願状況

権利の種類

出願・取得

出願・登録年月日

権利の内容(名称・番号・概要)



	◆他補助金・委託制度等への類似プロジェクトの申請状況

	本申請と類似した事業を経済産業省及びその他省庁又は独立行政法人、地方自治体等が実施する事業において、過去に実施済み又は実施中若しくは申請中及び申請予定である場合は、次の項目についてご記入下さい。

補助金等の名称

関係省庁等名

事業テーマ

利用(予定)時期

1

平成　　年　　月

2

平成　　年　　月
3

平成　　年　　月


	◆地域経済に対する波及効果

	例）・地域における雇用増加・設備投資が見込まれるなど、地域への直接的な技術的・経済的波及効果が期待できる点。

・地域の中堅企業及び中小企業が参加し、地域産業界の活性化・強化に繋がる波及効果が期待できる点。



	◆利益等計画：別紙３に記入


説明用
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